

昭和63年版 大阪経済白書 の概要

─円高に立ち向かう大阪経済─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和63年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和62年の大阪経済

◆急速な回復をとげた大阪経済
・　昭和60年９月のG５以降の円高によって低迷していた大阪経済は、62年にはいって景気が回復し、さらに拡大に向かった。
　生産指数や所定外労働時間（残業時間）などの生産関連指標は62年７～９月期から急速に回復感を強め、10～12月期には回復基調はますます力強いものとなった。
　この景気回復については、内需好調によるところが大きかった。これは公共工事や、住宅建設が大きな盛り上がりを見せたほか、物価の安定を背景に、個人消費も堅調に推移し、特に62年上半期に景気回復の牽引役となった。
　これらはその後も高水準で推移したうえに、生産活動も内需好調により回復するにつれ、下半期には民間設備投資が増加に転じた。円高下ではあるが、輸出も次第に持ち直した。62年下半期は設備投資も景気回復をリードしたのである。
　これに伴って企業収益も、大企業は62年７～９月期に、中小企業は10～12月期にそれぞれ改善に転じた。
　このように大阪経済は62年から本格的な回復軌道にはいり、下半期からは拡大に転じる勢いであった。
・　安定した物価の動きと、史上最低水準の金利も景気回復に寄与した。総合卸売物価指数（全国）が円高と原油安によって、史上２番目の下落幅を記録するなど、61年に引き続き低水準で推移した。消費者物価も落ち着いた動きであった。
　また公定歩合は、欧米との協調利下げで段階的に引き下げられ、62年２月以降2.5％の史上最低金利となった。金融緩和はマネー・サプライの急増を招き、特に62年上半期には、これらの資金が生産的投資に振り向けられるよりも、土地や株式などへの流入もみられるなど、「財テク」ブームが発生した。また日本銀行は下半期にインフレに対する警戒感を強めた。
・　物価安定と低金利は住宅建設を活発にした。府内の新設住宅着工戸数は、62年11万戸と貸家を中心にきわめて好調であった。
　公共工事は、関西国際空港建設やそれに伴う地域整備の本格化によって、60年以来３年連続で増加し、景気全体を押し上げる効果をもった。
　個人消費も、物価が安定していたことと勤労者収入が徐々に増加したことなどを背景に堅調に推移した。
・　内需の好調な動きによって、62年秋には生産指数が回復から拡大に転じ、電力需要も同様の動きであった。同じく秋以降、新規機械受注額など民間設備投資も回復から拡大へ転じている。
　また、新規求人数は62年７～９月期以降増加し、府内の労働力需給も著しく改善された。
　輸出額（円ベース）は61年７～９月期以降、その下げ幅を次第に縮小してきたが、62年10～12月期にはわずかながらも前年同期比で増加に転じた。輸入額はNICS（新興工業国・地域群）製品の急増などにより、62年７～９月期から増加傾向が現れており、回復から増大の兆しがうかがえる。
　企業倒産は、内需拡大のうえに低金利で資金繰りが容易になったことや土地の担保力が高まったことなどもあって、大きく減少した。
　本格的な景気回復を支える条件が下半期以降に次第に整ってきたのが、昭和62年の大阪経済の特徴である。
◆年後半に回復に向かった中小企業の景気
・　62年の府内中小企業の景気は、年央以降国内需要の拡大を反映して、内需関連業種を中心に回復への途をたどった。下請中小企業においても、収益面の回復は遅れたものの、景気は回復してきた。
　業種別にみると、消費財関連業種では消費者物価が安定していたうえ、資産効果、所定外労働時間の増加等による収入の増加、雇用情勢の好転などから、おおむね堅調に推移した。また建設関連業種も好調な住宅建設需要、公共事業の促進等から、62年は１年間を通じて好調であった。
　さらに設備投資関連業種も、62年の民間設備投資動向を反映して、業況は回復に向かった。
　もっとも輸出関連業種は輸出比率の高い業種を中心に、景気は前年に引き続き不振のうちに推移した。

第２部　円高に立ち向かう大阪経済

◆円高の進行と大阪経済
・　昭和50年代後半になって、各国間の貿易収支の不均衡がいっそう目立つようになり、対外経済摩擦を解消していく施策が必要な状況になってきた。60年９月にG5（先進５か国蔵相会議）が開かれ、外国為替市場での「協調介入」が取り決められた。これを契機に円高となり、わが国経済は、輸出依存型から内需主導型へ転換するといったいわゆる「国際協調型経済構造への変革」を進めてきた。
・　今回の円高は、国際的には(a)輸出への影響、(b)海外生産の拡大、(c)輸入の増加をもたらし、大阪の産業構造にも影響を及ぼしてきた。
◆円高への対応を進める大阪産業
・　G5以降の円高は、大阪の輸出に大きな影響を与えた。阪神地区の輸出額（円ベース）は、ピークの60年から62年までの２年間に総額で25％減少した。品目別では大分類７品目すべてが減少し、仕向地別では先進地域、開発途上地域、共産圏のいずれにおいても減少した。しかし、対米輸出は減少したものの、対欧と対アジアNICSは減少幅は小さいなど、貿易関係に変化が生じている。
・　海外直接投資も新たな段階に入った。全国の海外直接投資は61年度に3,196件（対前年度比22％増）、223億ドル（同83％）にのぼったが、大阪（大阪に本社のある企業）も同年度に件数で対前年度比38％増、金額で同76％増と、件数では全国を上回る伸びを示した。投資先は大阪の場合、全国と同様に先進地域向け（北米と欧州）が最も多いが、大阪はアジア向けの比率が高いところに特徴がある。
・　製造業の海外直接投資では、輸出依存度の高い機械工業が、円高による輸出難を海外生産の強化で乗り切ろうとしている。
　府内の機械工業のうち、海外生産を実施している企業は44％を数え、これら企業の海外生産比率は61年に18％（各企業の比率の単純平均）に達している。資本金規模が大きくなるほど、海外生産比率が高い企業が多く、電気・電子機器の海外生産比率が高い。
　またこれら企業の海外工場の地域分布はアジアが最も多く、次いで北米、西欧の順である。海外への工場移転目的では、アジア等の開発途上地域へは「移転先市場向けの生産」と「輸出向けの生産」の２つをあげている企業が多いのに対し、北米、西欧向けの先進地域へは「移転先市場向けの生産」をあげる企業が多い。海外生産の問題点は、「部品調達の困難」と「為替相場の変動」である。
　海外生産の強化によって、アジア諸国との間で「水平型」の国際分業関係が形成されつつある。
・　製品輸入もG5以降増加している。阪神地区の輸入は、60年から62年の２年間に総額（円ベース）で19％減少したが、製品の輸入額は６％増加している。その結果、阪神地区の製品輸入比率は60年の40％から、62年には52％へ上昇した。製品輸入の増加は、欧州とアジアNICSからが多く、衣類や機械類の輸入が増えている。
・　府内機械工業では製品輸入と海外の工場で製造された部品の利用が高まる傾向にある。海外製品の輸入を実施している企業は44％、海外製部品を利用している企業は55％である。なお海外企業へのOEM（自社ブランド）生産の委託は18％とまだ低い。この３つのうちで最も多くの企業が実施している海外製部品の利用は、コストダウンを主目的としており、アジアNICS製が多い。
・　アパレル（衣料品）産業における製品輸入も増加している。大阪のアパレル関連企業のうち、輸入品比率が10％を上回る企業は19％にのぼる。製品輸入に積極的な企業は商社・問屋と自社ブランドを持つアパレルメーカーで、輸入の形態はアジアNICSを相手先とする自社の開発輸入品が最も多い。
◆今、先馬の走り方をみよう
　円高による経済環境の変化に対して、企業は経営戦略を見直し、新しい行動を展開しようとしている。経済環境の大きな転換期においては、産業全体を牽引する先駆的な”先馬”の走り方をみることが、これからの自社の企業経営のドメイン（事業領域）を明確にし、企業戦略の方向を知るうえで有力な手掛かりとなる。
(１)中長期の経営計画・経営戦略の見直しは、円高が定着するにつれて抜本的な検討が行われ、新たな方針のもとに実行している企業が増えてきている。
(２)強化策としては、第一に「新規販売経路の開拓」があげられ、新しい顧客の創造である。ついで「新製品の開発」をあげる企業が多く、製造業ではこれが第一位である。
(３)さらに、「現在の生産・販売活動の生産性向上策を研究する」という経営資源の見直しと活性化方策を採る企業は製造業で多い。多角化しようとする企業は、比較的規模が大きい。海外での活動を強める企業は少ない。
　この経営戦略の転換は、生産・販売活動の海外での強化という方策を除くと、いずれも内需主導型への構造調整に適応した企業行動といえよう。
◆新製品の開発が競争力を強化している
(１)戦略的な競争力強化策のうち、新製品の開発がとりわけ重要である。新製品の開発方策は多岐にわたっている。
(２)業績好調企業では、さまざまなアイデアを、機動的に製品開発に活かしている。
(３)素材の変更による開発は消費財を扱っている企業に、他の企業と提携し提携先からの技術導入による開発は生産財や資本財関連業種と、規模別で100人以上のグループ、業績の好調な企業グループに多い。
(４)エレクトロニクス・バイオケミカル・光技術などの先端技術の活用やデザインを重視した新製品開発も採られている。
　デザインは、技術の裏付けや開発意図を明確にすることが肝要である。
◆事業の再編成が企業力を強める
　企業活動の再活性化は、経営を多角化し採算性の高い分野に重点を移し、事業を再編成するという企業経営全体を再構築（リストラクチャリング）することである。
(１)多角化の方法は、「社内セクションの拡充・配置転換」が最も多い。需要に応じて企業内の配置転換を機動的に行い、企業内人材の活性化が図られている。次いで「新会社の設立」で本業以外の分野へ進出している。「不採算部門からの撤退」や「（進出先）部門の他企業から人材のスカウト」を考えている企業は少ない。
(２)円高は競争を厳しくし、企業は経済環境の変化に適応して成長性の高い分野へ進出するので、異業種への新規参入などの多角化が進んでいる。中小企業も専門化による効率化から多角化戦略を採ろうとする企業が増える傾向にある。
(３)新規事業分野の開拓の手段として、異業種交流が活発化している。そこで、中小企業の融合化を促進する制度の整備が図られてきている。
◆新たな産業基盤の形成に向けて
　円高の定着で、今後いっそうの海外への生産活動の移転や輸入増が進んでも、内需の拡大や新産業の開発によって、大阪経済の「空洞化」を未然に防がなければならない。
(１)企業の活動をより活性化していくには、先端技術や技術融合等によって新製品を開発したり、新商品・新サービスを顧客ニーズに対応して開発していくかがより重要視されている。研究開発・企画部門など専門的技術研究者や専門的サービスを提供できる人材の育成を図ることが、新たな産業活動の基盤となる。
(２)成熟した産業のなかから研究開発型や複合型の産業や新しい未知の分野を切り開く新産業を開発し、また事業活動を再生しなければならない。
(３)新しい産業活動を支援するための方向として、つぎのことがあげられる。
　まず第一に、中小企業が研究開発を積極的に実施しうる環境を大阪に作り出すことである。異分野の技術交流や異業種交流を図れる場を作ることである。
　第二に、中小商業が輸入品の円高メリットを享受できるように、視野を広く海外に向けるような支援策が必要である。
　第三に、都市活力を向上させ、技術開発と都市の再活性化を並行的に進展させる支援策が必要である。
　第四に、産業・職種間、年齢層間、地域間における労働力需給のミスマッチ（不適合）が生じないように、産業間における労働力移動の円滑化や、能力開発訓練などを促進する必要がある。
(４)企業は現在、その生き残りとシェアの拡大をかけて、極めてドラスティックな戦略のもとに未知の分野へ挑んでいる。
　大阪産業は今や、大きく変貌しようとしている。関西国際空港や国際文化学術研究都市の整備がよりいっそう、技術情報の国際的な交流や中小企業と先端技術の融合点となるなど、企業活動に新たな”場”を提供するものである。　

